
様式番号 様式名称

１　騒音規制地域内に騒音関係施設を
設置しようとするとき

設置工事開始日の３０日
前まで

２　新たに騒音規制地域となった際、そ
の地域内に騒音施設を設置していると
き

騒音規制地域になった
日から３０日以内

１　騒音規制地域内で特定作業を実施
しようとするとき

特定作業の実施に係る
工事開始日の３０日前ま
で

２　新たに騒音規制地域となった際、そ
の地域内の工場等において特定作業
を実施しているとき

騒音規制地域になった
日から３０日以内

様式１４号
騒音関係施設の種類及び能力ごとの数
騒音関係施設の使用の方法
変更届出書

騒音関係施設の種類及び能力ごとの
数、騒音関係施設の使用の方法に変
更が生じたとき（様式１２号届出者）

変更が生じた日から３０
日以内

様式１５号
特定作業の種類
特定作業の実施の方法
変更届出書

特定作業の種類、特定作業の実施の
方法に変更が生じたとき（様式１３号届
出者）

変更が生じた日から３０
日以内

様式１６号騒音の防止の方法変更届出書
騒音の防止の方法に変更があったとき
（様式１２・１３号届出者）

変更が生じた日から３０
日以内

様式１７号氏名等変更届出書
氏名・名称・住所・代表者・工場の名称
及び所在地に変更があったとき（様式
１２・１３号届出者）

変更が生じた日から３０
日以内

様式１８号
騒音関係施設使用（特定作業実施）
全廃届出書

騒音関係施設、特定作業の実施を廃
止したとき（様式１２・１３号届出者）

廃止した日から３０日以
内

地位を継承した日から３
０日以内

騒
音
関
係

様式１２号騒音関係施設設置届出書

様式１３号特定作業実施届出書

様式１９号
騒音関係施設（特定作業）
承継届出書

騒音関係施設を譲り受けたとき
騒音関係施設を借り受けたとき
特定作業の実施を引き継いだとき



様式番号 様式名称

１　振動規制地域内に振動関係施設を設置しよう
とするとき

設置工事開始日の３０日前まで

２　新たに振動規制地域となった際、その地域内
に振動施設を設置しているとき

振動規制地域になった日から３０日以
内

様式２１号
振動関係施設の種類及び能力ごとの数
振動関係施設の使用の方法
変更届出書

振動関係施設の種類及び能力ごとの数、振動関
係施設の使用の方法に変更が生じたとき

変更が生じた日から３０日以内

様式２２号 振動の防止の方法変更届出書 振動の防止の方法に変更があったとき 変更が生じた日から３０日以内

様式２３号 氏名等変更届出書
氏名・名称・住所・代表者・工場の名称及び所在地
に変更があったとき（様式１２・１３号届出者）

変更が生じた日から３０日以内

様式２４号 振動関係施設使用全廃届出書 振動関係施設を廃止したとき 廃止した日から３０日以内

地位を継承した日から３０日以内

振
動
関
係

様式２０号 振動関係施設設置届出書

様式２５号 振動関係施設承継届出書
振動関係施設を譲り受けたとき
振動関係施設を借り受けたとき



 

 

第12号様式(第19条関係) 

騒 音 関 係 施 設 設 置 届 出 書 

年  月  日 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 
印 

  青森県公害防止条例第48条第1項(第49条第1項)の規定により、騒音関係施設の設置に

ついて、次のとおり届け出ます。 

工事又は事業場の名

称 

  
※整 理 番 号

  

工事又は事業場の所

在地 

  
※受理年月日    年  月  日 

工事又は事業場の事

業内容 

  
※施 設 番 号

  

常時使用する従業員

数 

  
※審 査 結 果

  

騒音の防止の方法 別紙のとおり ※備 考
  

騒音関係施設の種類 型 式 公 称 能 力 数 
使用開始時刻 

(時・分) 

使用終了時刻

(時・分) 

            

            

            

 備考 1 騒音関係施設の種類の欄には、青森県公害防止条例別表第4に掲げる項番号及

び(1)、(2)、(3)等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。 

    2 騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、消音器の設置、

音源室内の防音措置、遮音塀の設置等騒音の防止に関して講じようとする措置

の概要を明らかにするとともに、できる限り図面、表等を利用すること。 

    3 ※印の欄には記載しないこと。 

    4 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本

工業規格A4縦長とすること。 

しゃ へい 



 

 

第13号様式(第19条関係) 

特 定 作 業 実 施 届 出 書 

 

年  月  日 

 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 
印 

  青森県公害防止条例第48条第1項(第49条第1項)の規定により、特定作業の実施につい

て、次のとおり届け出ます。 

工事又は事業場の名

称 

  
※整 理 番 号

  

工事又は事業場の所

在地 

  
※受理年月日    年  月  日 

工事又は事業場の事

業内容 

  
※施 設 番 号

  

常時使用する従業員

数 

  
※審 査 結 果

  

騒音の防止の方法 別紙のとおり ※備 考
  

特 定 作 業 の 種 類 
実施開始時刻 

(時・分) 

実施終了時刻 

(時・分) 

      

      

 備考 1 特定作業の種類の欄には、青森県公害防止条例別表第5に掲げる号番号及び名

称を記載すること。 

    2 騒音の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、音源室内の防

音措置、遮音塀の設置等騒音の防止に関して講じようとする措置の概要を明ら

かにするとともに、できる限り図面、表等を利用すること。 

    3 ※印の欄には、記載しないこと。 

    4 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本

工業規格A4縦長とすること。 

しゃ へい 



 

 

第14号様式(第20条関係) 

 
騒音関係施設の種類及び能力ごとの数

騒 音 関 係 施 設 の 使 用 の 方 法
変更届出書 

年  月  日 

 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 

  

 印 

  青森県公害防止条例第50条第1項の規定により､
騒音関係施設の種類及び能力ごとの数

騒 音 関 係 施 設 の 使 用 の 方 法

 の変更について、次のとおり届け出ます。 

工事又は事業場の名

称 

  
※整 理 番 号

  

工事又は事業場の所

在地 

  
※受理年月日     年  月  日 

  
※施 設 番 号

  

※審 査 結 果
  

※備 考
  

騒音関係施

設 の 種 類 
型式

公 称

能 力 

数 使用開始時刻 使用終了時刻 

変更前 変更後
変更前 

(時・分)

変更後 

(時・分)

変更前 

(時・分) 

変更後 

(時・分)

                  

                  

                  

 備考 1 騒音関係施設の種類及び能力ごとの数又は騒音関係施設の使用の方法に変更

がある場合であつても、青森県公害防止条例第50条第1項ただし書の規定により

届出を要しないとされるときは、当該騒音関係施設の種類については、記載し

ないこと。 

    2 騒音関係施設の種類の欄には、青森県公害防止条例別表第4に掲げる項番号及

び(1)、(2)、(3)等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。 

    3 ※印の欄には、記載しないこと。 

    4 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第15号様式(第20条関係) 

 
特 定 作 業 の 種 類

特定作業の実施の方法
変更届出書 

年  月  日 

 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 

  

 印 

  青森県公害防止条例第50条第1項の規定により､
特 定 作 業 の 種 類 

特定作業の実施の方法 
の変更につい

 て、次のとおり届け出ます。 

工事又は事業場の名

称 

  
※整 理 番 号

  

工事又は事業場の所

在地 

  
※受理年月日     年  月  日 

  
※施 設 番 号

  

※審 査 結 果
  

※備 考
  

特 定 作 業 の 種 類 実 施 開 始 時 刻 実 施 終 了 時 刻 

変 更 前 変 更 後 
変 更 前 

(時・分) 

変 更 後 

(時・分) 

変 更 前 

(時・分) 

変 更 後 

(時・分) 

            

            

 備考 1 特定作業の実施の方法に変更がある場合であつても、青森県公害防止条例第5

0条第1項ただし書の規定により届出を要しないとされるときは、当該特定作業

の種類については、記載しないこと。 

    2 特定作業の種類の欄には、青森県公害防止条例別表第5に掲げる号番号及び名

称を記載すること。 

    3 ※印の欄には、記載しないこと。 

    4 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第16号様式(第20条関係) 

騒音の防止の方法変更届出書 

 

 

年  月  日 

 

 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 

  

 

 印 

  青森県公害防止条例第50条第1項の規定により、騒音の防止の方法の変更について、次

のとおり届け出ます。 

工事又は事業場の名

称 

  
※整 理 番 号

  

工事又は事業場の所

在地 

  
※受理年月日    年  月  日 

騒音の防止の方法 

変更前 変更後 ※施 設 番 号
  

別紙のとおり 

※審 査 結 果
  

※備 考
  

 備考 1 騒音の防止の方法の記載については、別紙によることとし、かつ、できる限り、

図面、表等を利用すること。また、変更前及び変更後の内容を対照させること。 

    2 ※印の欄には、記載しないこと。 

    3 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本

工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第17号様式(第21条関係) 

 

氏 名 等 変 更 届 出 書 

 

年  月  日 

 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 

  

 

 印 

  氏名(名称、住所、所在地)に変更があつたので、青森県公害防止条例第52条の規定に

より、次のとおり届け出ます。 

変更の内容 

変更前 
  

※整理番号
  

変更後 
  

※
受 理

年 月 日
年  月  日

変 更 年 月 日 年  月  日 ※施設番号
  

変 更 の 理 由 
  

※備 考
  

 備考 1 ※印の欄には、記載しないこと。 

    2 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第18号様式(第21条関係) 

 

 

騒音関係施設使用(特定作業実施)全廃届出書 

 

年  月  日 

 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 

  

 

 印 

  騒音関係施設(特定作業)のすべての使用(実施)を廃止したので、青森県公害防止条例

第52条の規定により、次のとおり届け出ます。 

工場又は事業場の

名称 

  

※整理番号

  

工場又は事業場の

所在地 

  

※
受 理

年 月 日
年  月  日

使用(実施)全廃年

月日 
年  月  日 ※施設番号

  

使用(実施)全廃の

理由 

  

※備 考

  

 備考 1 ※印の欄には、記載しないこと。 

    2 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第19号様式(第22条関係) 

 

騒音関係施設(特定作業)承継届出書 

 

年  月  日 

 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 

  

 

 印 

  騒音関係施設(特定作業)に係る届出者の地位を承継したので、青森県公害防止条例第5

3条第3項の規定により、次のとおり届け出ます。 

工事又は事業場の名称 
  

※整 理 番 号
  

工事又は事業場の所在地 
  

※受理年月日   年  月  日 

承 継 年 月 日   年  月  日 ※施 設 番 号
  

被承継者 

氏名又は名称 
   

※備 考

  

住 所 
  

承 継 の 原 因 
  

 備考 1 ※印の欄には、記載しないこと。 

    2 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第20号様式(第25条関係) 

振動関係施設設置届出書 

年  月  日 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 
印 

  青森県公害防止条例第58条の4第1項(第58条の5第1項)の規定により、振動関係施設の

設置について、次のとおり届け出ます。 

工事又は事業場の名称 
  

※整 理 番 号
  

工事又は事業場の所在地 
  

※受理年月日   年  月  日

工事又は事業場の事業内容 
  

※施 設 番 号
  

常時使用する従業員数 
  

※審 査 結 果
  

振 動 の 防 止 の 方 法 別紙のとおり ※備 考
  

振 動 関 係 施 設 の 種 類 型式 公称能力 数 

使 用 開 始

時 刻 

(時・分) 

使 用 終 了

時 刻

(時・分) 

            

            

            

 備考 1 振動関係施設の種類の欄には、青森県公害防止条例別表第6に掲げる項番号及

び(1)、(2)、(3)等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。 

    2 振動の防止の方法の欄の記載については、別紙によることとし、吊基礎、直接

支持基礎(板ばね、コイルばね等を使用するもの)、空気ばねの設置等振動の防

止に関して講じようとする措置の概要を明らかにするとともに、できる限り図

面、表等を利用すること。 

    3 ※印の欄には記載しないこと。 

    4 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本

工業規格A4縦長とすること。 

つり 



 

 

第21号様式(第25条の2関係) 

 
振動関係施設の種類及び能力ごとの数

振 動 関 係 施 設 の 使 用 の 方 法
変更届出書 

年  月  日 

 

  五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 
印 

  青森県公害防止条例第58条の6第1項の規定により､
振動関係施設の種類及び能力ご

振 動 関 係 施 設 の 使 用 の

 との数 

 方 法 
の変更について、次のとおり届け出ます。 

 

工事又は事業場の名称 
  

※整 理 番 号
  

工事又は事業場の所在地 
  

※受理年月日 年  月  日

  
※施 設 番 号

  

※審 査 結 果
  

※備 考
  

振動関係施

設 の 種 類 
型式 公称能力 

数 使用開始時刻 使用終了時刻 

変更前 変更後
変 更 前

(時・分)

変 更 後

(時・分)

変 更 前 

(時・分) 

変 更 後

(時・分)

                  

                  

                  

 備考 1 振動関係施設の種類及び能力ごとの数又は振動関係施設の使用の方法に変更

がある場合であつても、青森県公害防止条例第58条の6第1項ただし書の規定に

より届出を要しないとされるときは、当該振動関係施設の種類については、記

載しないこと。 

    2 振動関係施設の種類の欄には、青森県公害防止条例別表第6に掲げる項番号及

び(1)、(2)、(3)等の細分があるときはその記号並びに名称を記載すること。 

    3 ※印の欄には、記載しないこと。 

    4 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第22号様式(第25条の2関係) 

 

振 動 の 防 止 の 方 法 変 更 届 出 書 

 

年   月   日 

 

    五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 
印 

   青森県公害防止条例第58条の6第1項の規定により、振動の防止の方法の変更について、次のとおり届け出ます。 

工 場 又 は 事 業 場 の 名 称 
  

※整 理 番 号 
  

工場又は事業場の所在地 
  

※受 理 年 月 日      年    月    日 

振 動 の 防 止 の 方 法 

変 更 前 変 更 後 ※施 設 番 号 
  

 別紙のとおり 

※審 査 結 果 
  

※備 考 
  

 備考 1 振動の防止の方法の記載については、別紙によることとし、かつ、できる限り、図面、表等を利用すること。また、変更前及び変

更後の内容を対照させること。 

    2 ※印の欄には、記載しないこと。 

    3 届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等やむを得ないものを除き、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第23号様式(第25条の3関係) 

 

氏 名 等 変 更 届 出 書 

 

年   月   日 

 

    五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 
印 

   氏名(名称、住所、所在地)に変更があつたので、青森県公害防止条例第58条の8の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

変更の内容 

変 更 前 
  

※整 理 番 号 
  

変 更 後 
  

※受 理 年 月 日      年    月    日 

変 更 年 月 日        年    月    日 ※施 設 番 号 
  

変 更 の 理 由 
  

※備 考 
  

 備考 1 ※印の欄には、記載しないこと。 

    2 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第24号様式(第25条の3関係) 

 

振 動 関 係 施 設 使 用 全 廃 届 出 書 

 

年  月  日 

 

    五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 
印 

   振動関係施設のすべての使用を廃止したので、青森県公害防止条例第58条の8の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

工 場 又 は 事 業 場 の 名 称 
  

※整 理 番 号 
  

工場又は事業場の所在地 
  

※受 理 年 月 日      年    月    日 

使 用 全 廃 の 年 月 日        年    月    日 ※施 設 番 号 
  

使 用 全 廃 の 理 由 
  

※備 考 
  

 備考 1 ※印の欄には、記載しないこと。 

    2 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第25号様式(第25条の4関係) 

 

振 動 関 係 施 設 承 継 届 出 書 

 

年  月  日 

 

    五所川原市長    殿 

届出者
氏名又は名称及び住所並びに法人

にあつては、その代表者の氏名 
印 

   振動関係施設に係る届出者の地位を承継したので、青森県公害防止条例第58条の9第3項の規定により、次のとおり届け出ます。 

工 場 又 は 事 業 場 の 名 称 
  

※整 理 番 号 
  

工場又は事業場の所在地 
  

※受 理 年 月 日      年    月    日 

承 継 の 年 月 日        年    月    日 ※施 設 番 号 
  

被 承 継 者 

氏名又は名称 
   

※備 考 

  

住 所 
  

承 継 の 原 因 
  

 備考 1 ※印の欄には、記載しないこと。 

    2 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とすること。 



 

 

第26号様式(第26条関係) 

 

受 理 書 

 

第     号 

年  月  日 

 

          殿 

 

五所川原市長      印 

 

    年  月  日次の届出書を受理しました。 

届 出 の 根 拠 青森県公害防止条例第    条第    項 

届 出 の 内 容 

  

 届出に係る施設

又は作業の種類 

  

 備考 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長とする。 


